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日本の住宅取引のうち中古住宅の占める割合はわずか 15%にすぎない(2013 年)。特に中古

一戸建て住宅の取引は少なく、東京では中古住宅売買全体の 20%にとどまる。一方で空き屋

は急増しており、2013 年末で約 820 万戸、空き家率は 13.5%に達する。空き家のうち売却

用でもなく賃貸･別荘用でもなく放置されている空き家の大部分は木造の一戸建て住宅であ

る。その数は、空き家住宅の 4 割、総住宅数の 5.3%を占める。なぜ中古一戸建て住宅の売

却がすすまず、空き家という負の資産になってしまうのであろうか。 

この論文ではその理由が土地の所有権の未確立にあることを明らかにする。著者を含めて

経済学者は所有権の確立を仮定して土地や中古住宅市場の研究を進めるが、日本では土地の

所有権が未確立であることを前提にしなくてはならない。土地の境界を確定する「地籍調査」

の実施率は全国で 50%、都市地域ではさらに低く 4 分の 3の土地で所有権が確立していない。 

所有権の確立していない財は、リスクを伴うので市場取引できない。それゆえ土地の所有

権の未確立による経済的損失は想像以上に大きい。中古一戸建て住宅は売却できず空き家に

なり、中古住宅市場規模は拡大せず、実物資産を活用できない家計の消費水準は停滞する。

さらに地積調査の未実施地域では測量と所有者を確定する用地調査に時間を要し、公共事

業・災害復旧工事の着工は半年から 2 年間遅れ、膨大な税金が浪費される。 

しかし地籍調査は遅々として進まず、現在のペースでは 100 年以上経っても日本全土の地

籍図を完成できないといわれる。この報告では日本の地積調査の歴史と現状、地籍調査の実

施体制を説明した上で、地積調査を加速化させるための提案を行う。 
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